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近年、下水道や道路、地下鉄などの整備を積極的に行ったため、市債残高が増加。

下水道や道路など、将来世代の市民も使う施設をつくるため。
　数十年の長期にわたって使用する公共施設につ
いては、施設をつくる年の市民だけで全ての建設費
用を負担するのではなく、施設を使用して便益を受
ける将来世代の市民にも費用を負担してもらうこと
が公平だと考えられるため、市債（借金）により、必
要な財源をまかなっています。

　福岡市では、国の景気対策とも連動し、立ち遅れていた都市基盤・生活基盤（道路・下水道・文化・ス
ポーツ施設等）の整備を、市債を活用して積極的に推進してきました。
　市民生活向上に寄与する社会資本整備が飛躍的に向上した反面、市債残高は急激に増加しました。
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　市の市債残高は、平成4 年には1兆5千億円程度でしたが、次第に増加し、最大時の平成16 年度末
には2兆7千億円以上になりました。
　その後、毎年、新たに発行する市債の額を抑制することなどにより、市債の残高は減ってきており、
平成27年度末には2兆4,000億円程度になる見込みです。

市の借金は、およそ2兆4,000億円。

市民一人あたりの市債残高は、約164万円。

（全会計　～H25決算額　H26：決算見込額　H27：当初予算額）

（全会計　～Ｈ25：決算額　Ｈ26：決算見込額　Ｈ27：当初予算額）

※注１：平成４年度当時の政令指定都市１２都市中の順位。（東京都（区部）を除く）
※注２：平成２５年度当時の政令指定都市２０都市中の順位。（東京都（区部）を除く）
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（～Ｈ25：決算額  H26：決算見込額  H27:当初予算額）■財政調整用基金残高の推移

 市税収入は、納税者の増等が見込まれるものの、法人市民税法人税割の一部国税化等によりや
や減少。また、地方消費税交付金の増等に伴い地方交付税が減少となるため、一般財源全体とし
ては横ばいとなっております。なお、地方交付税の代わりとして地方が発行する市債（臨時財政対
策債）は増加傾向にありましたが、25年度から3年連続で発行額を抑制しています。

　国の三位一体改革に伴う歳入の大幅減等により、H16年度には
100億円を割り込みました。しかし、近年は、財源に余裕がある場合や
決算の剰余金が発生した場合に積み立てを行い、残高は200億円強
まで回復しています。

財政調整用基金（貯金）の残高は、現在200億円強で推移。

一般財源は横ばい傾向。

収入が大幅に伸びない中、義務的経費の支出が
高止まり、財政が硬直化。

（～Ｈ25：決算額　Ｈ26：最終予算額　Ｈ27：当初予算額）

（～Ｈ25：決算額　Ｈ26：最終予算額　Ｈ27：当初予算額）

■歳入のうち一般財源に占める義務的経費の割合

　福岡市の財政は厳しいですが、将来の世代に過大な負担を残さないためにも、財政の
健全化に向けた取組みを着実に進めていく必要があります。

○市債残高（借金）は確実に減少しつづけていますが、他の政令市と比較して依然として
　高い水準にあります。

○自由に使うことのできる一般財源は横ばい傾向にあり、大幅な伸びは期待できません。
　近年では、地方交付税の代わりとして地方が発行する市債（臨時財政対策債）が増加し
　ています。

○扶助費などの義務的経費が年々増加しており、財政の硬直化が高まっています。
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※1 満期まで積み立て、一括で償還する市債については、償還年度に備え、毎年度積立を行っています。
※2 市は地方交付税の代わりとして臨時財政対策債を発行しますが、その償還は全額国が後年度に地方
 交付税措置することとなっています。
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●平成27年度における財政健全化の取組みは？

平成27年度財源確保額（一般財源ベース、百万円）：8，470

　平成27年度の予算編成においては、「歳入の確保」を進めるとともに、「行政運営の効率化」、「役割分
担、関与の見直し」などに積極的に取り組み、その結果、約85億円の財源を捻出しました。

　平成27年度の一般会計の市債発行額は749億円で、学校施設空調整備事業等により市債発行額は
増加するもの、増え続けていた臨時財政対策債（地方交付税の代わりとして地方が発行する市債）につ
いては、平成25年度から3年連続で抑制しました。

平成27年度末の市債残高見込額（全会計）は、積立金（※1）と臨時財政対策債の残高見込額を除いた額
（※2）では、ピーク時の平成16年度末より5,808億円縮減しています。
　また、その市民一人あたり市債残高見込額は平成16年度末から約55万円減少し約130万円となります。

地方交付税の代わりとして地方が発行する市債で
す。その償還財源は全額国から補てんされます。2,4902,4902,490

640

1,850

1,725

① 人件費の抑制及び組織のスリム化
　・退職手当の引下げ、住居手当（持ち家）の引き下げ
　・公立保育所の民営化
　・学校環境整備業務の執行体制見直し
　・区役所警備業務の民間委託化
　・直営ごみ収集業務の民間委託化 など

② その他行政運営の効率化
　・下水道事業会計における一般会計からの基準外繰出金の縮減
　・競艇事業収益の確保による一般会計への繰出金の増
　・市営博多駅駐車場用地の有効活用
　・市営渡船事業特別会計の経営改善 など

行政運営の効率化1

2,5302,5302,530歳入の確保2

3,4503,4503,450その他公共施設の見直し 等3

① 収入・収納率等の向上
　・市税収入率の向上
      ［H26年度  96.8% → H27年度  97.4%］ など

② 市有財産の有効活用等
　・未利用地等の売却
　・駐車場の有料化
　・再生可能エネルギーの導入 など

805

　・公共施設への指定管理者制度の導入
　・ホームヘルプサービス等国県負担率の改善
　・就労支援による生活保護費の縮減
　・道路・公園占用料の改定 など

H16～H24は当該年度末日現在の登録人口、H26、27はH27.1月末現在の登録人口

（～H24：決算額  H26：最終予算額  H27：当初予算額）
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■市債残高の推移（全会計）
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（～H24：決算額  H26：最終予算額  H27：当初予算額）
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地方交付税の代わりとして地方が発行する市債で
す。その償還財源は全額国から補てんされます。2,4902,490

640

1,850

1,725

① 人件費の抑制及び組織のスリム化
　・退職手当の引下げ、住居手当（持ち家）の引き下げ
　・公立保育所の民営化
　・学校環境整備業務の執行体制見直し
　・区役所警備業務の民間委託化
　・直営ごみ収集業務の民間委託化 など

② その他行政運営の効率化
　・下水道事業会計における一般会計からの基準外繰出金の縮減
　・競艇事業収益の確保による一般会計への繰出金の増
　・市営博多駅駐車場用地の有効活用
　・市営渡船事業特別会計の経営改善 など

行政運営の効率化1

2,5302,530歳入の確保2

3,4503,450その他公共施設の見直し 等3

① 収入・収納率等の向上
　・市税収入率の向上
      ［H26年度  96.8% → H27年度  97.4%］ など

② 市有財産の有効活用等
　・未利用地等の売却
　・駐車場の有料化
　・再生可能エネルギーの導入 など

805

　・公共施設への指定管理者制度の導入
　・ホームヘルプサービス等国県負担率の改善
　・就労支援による生活保護費の縮減
　・道路・公園占用料の改定 など

H16～H24は当該年度末日現在の登録人口、H26、27はH27.1月末現在の登録人口

（～H24：決算額  H26：最終予算額  H27：当初予算額）

H16

■市債残高の推移（全会計）

H18 H20 H22 H24 H26 H27（年度）

30,000

25,000

20,000

0

27,092

1,211

767
25,114

26,333

1,156

1,052

24,125

25,500

1,144

1,220

23,136

24,93424,934

1,301

1,617

22,016

24,50824,508

1,533

2,252

20,723

24,38924,389

1,659

2,861

19,869

24,02624,026

1,617

3,103

19,306

（～H24：決算額  H26：最終予算額  H27：当初予算額）

H16

■市民一人あたり市債残高の推移（全会計）

H18 H20 H22 H24 H26 H27（年度）
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11
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134

162162

11
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130

（万円）（億円）



平成27年度

27

平成27年度

27 4

平成27年度

福岡市の財政健全化に向けた取組みを
漫画で分かりやすく解説しています！

福岡市 行財政改革 マンガ

行財政改革プランについては　　
予算については　　
財政状況については　　

行財政改革プランについてわかりやすく解説したマンガ版資料については
市政情報・市民参加→財政・市債・公売→「財政の概要」
→「（マンガ版）行財政改革プラン説明資料」
をご覧ください。
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